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(57)【要約】
　本開示は、基材に適用される際に自己湿潤型であり、基材から剥離可能である、高度に
架橋し、可塑化された低Ｔｇ（メタ）アクリル酸コポリマーを含む新規の接着剤組成物を
提供する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ）５～４０重量部の低Ｔｇ（メタ）アクリレート溶質（コ）ポリマー成分と、
　ｂ）低Ｔｇモノマー及び多官能性アクリレートを含む、６０～９５重量部の低Ｔｇ溶媒
モノマー成分（（ａ）及び（ｂ）の合計は１００重量部である）と、
　ｃ）ａ）及びｂ）１００重量部に対して、５～１００重量部、好ましくは少なくとも１
０重量部の可塑剤と、を含む、シロップポリマー組成物。
【請求項２】
　前記組成物は、ａ）及びｂ）１００部に対して、１０～４０部の可塑剤を含む、請求項
１に記載のシロップポリマー組成物。
【請求項３】
　前記溶質コポリマーは、
　ａ）９５～１００重量部の低Ｔｇモノマー単位と、
　ｂ）０～５部の酸官能性モノマー単位と、
　ｃ）０～５部の非酸官能性極性モノマーと、を含み、
　ｄ）その合計は１００重量部である、請求項１又は２に記載のシロップポリマー組成物
。
【請求項４】
　前記溶媒モノマー成分は、
　ａ）６０～９０重量部の低Ｔｇモノマーと、
　ｂ）０～５部の酸官能性モノマーと、
　ｃ）０～５部の非酸官能性極性モノマーと、を含み、
　ｄ）１０～４０部のマルチアクリレートと、を含み、
　その合計は１００重量部である、請求項１～３のいずれか一項に記載のシロップポリマ
ー組成物。
【請求項５】
　ａ）及びｂ）１００部に対して、２０～５０部の可塑剤を含む、請求項１～４のいずれ
か一項に記載のシロップポリマー組成物。
【請求項６】
　前記溶質低Ｔｇコポリマーは、１～５重量部の酸官能性モノマー単位と、５～９５重量
部の低Ｔｇモノマー単位とを含む、請求項１～５のいずれか一項に記載のシロップポリマ
ー組成物。
【請求項７】
　前記溶質低Ｔｇコポリマーは、１～５重量部の非酸官能性極性モノマー単位を含む、請
求項１～６のいずれか一項に記載のシロップポリマー組成物。
【請求項８】
　前記溶媒モノマー成分は、１～５重量部の酸官能性モノマー単位を含む、請求項１～７
のいずれか一項に記載のシロップポリマー組成物。
【請求項９】
　前記溶質低Ｔｇコポリマーは、１００重量部の低Ｔｇモノマー単位を含む、請求項１に
記載のシロップポリマー組成物。
【請求項１０】
　前記溶質低Ｔｇコポリマーは、０℃未満、好ましくは－２０℃未満、より好ましくは－
５０℃未満のＴｇを有する、請求項１に記載のシロップポリマー組成物。
【請求項１１】
　前記可塑剤は、脂肪族カルボン酸のモノアルキルエステル、芳香族カルボン酸のモノア
ルキルエステル、脂肪族カルボン酸のポリアルキルエステル、芳香族カルボン酸のポリア
ルキルエステル、脂肪族アルコールのポリアルキルエステル、ホスホン酸のポリアルキル
エステル、脂肪族カルボン酸のポリ（アルコキシル化）エステル、脂肪族カルボン酸のポ
リ（アルコキシル化）エステル、芳香族カルボン酸のポリ（アルコキシル化）エステル、
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脂肪族アルコールのポリ（アルコキシル化）エーテル、フェノールのポリ（アルコキシル
化）エーテル、及びこれらの混合物から選択される、請求項１～１０のいずれか一項に記
載のシロップポリマー組成物。
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれか一項に記載の硬化したシロップポリマー組成物を含む、接着
剤。
【請求項１３】
　低Ｔｇモノマーと他の任意のモノマーとを部分重合して、請求項１～１１のいずれか一
項に記載のシロップポリマー組成物を生成する工程と、多官能性アクリレート架橋剤、任
意の追加モノマー、及び可塑剤を添加する工程と、更に光重合する工程とを含む、接着剤
を作製する方法。
【請求項１４】
　前記シロップコポリマー組成物は、２２℃で５００～１０，０００ｃＰｓの粘度を有す
る、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記シロップコポリマー組成物は、溶媒モノマー中に最大で３０重量部の前記溶質コポ
リマーを含む、請求項１３又は１４に記載の方法。
【請求項１６】
　低Ｔｇモノマーと他の任意のモノマーとを部分重合して、請求項１に記載のシロップポ
リマー組成物を生成する工程と、多官能性アクリレート架橋剤、追加モノマー、及び可塑
剤を添加する工程と、更に光重合する工程とを含む、請求項１３～１５のいずれか一項に
記載の方法。
【請求項１７】
　前記他の任意の追加モノマーは、非酸官能性極性モノマーを含む、請求項１３に記載の
方法。
【請求項１８】
　全モノマー１００部に対して、最大で２０部の追加モノマーが添加される、請求項１７
に記載の方法。
【請求項１９】
　基材と、その表面上の請求項１～１１のいずれか一項に記載の硬化した接着剤のコーテ
ィングと、を含む接着剤物品。
【請求項２０】
　前記接着剤は、５ニュートン／デシメートル以下の１８０°剥離値を有する、請求項１
９に記載の接着剤物品。
【請求項２１】
　前記基材は透明である、請求項１９に記載の接着剤物品。
【請求項２２】
　前記接着剤は、可視範囲において９０％より大きい透過率を有する、請求項１９に記載
の接着剤。
【請求項２３】
　前記基材は、太陽光制御フィルムである、請求項１９に記載の接着剤物品。
【請求項２４】
　可視範囲において少なくとも８０％の透過率を有する、請求項１９に記載の接着剤物品
。
【請求項２５】
　ａ）１０～４０重量部の低Ｔｇ（メタ）アクリレート溶質（コ）ポリマー成分と、
　ｂ）６０～９０重量部の架橋された低Ｔｇ溶媒コポリマー成分と、
　ｃ）ａ）及びｂ）に対して、５～１００重量部の可塑剤と、を含む、接着剤。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
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【０００１】
　感圧テープは、家庭及び職場の実質上至る所に存在する。その最も簡単な構成において
は、感圧テープは接着剤と裏材とを備え、その全体的な構造は使用温度で粘着性を有し、
適度な圧力のみによって各種の基材に接着して結合を形成する。この様式において、感圧
テープは、完全で自己完結的な固着システムを構成する。
【０００２】
　感圧テープ評議会（Ｐｒｅｓｓｕｒｅ－Ｓｅｎｓｉｔｉｖｅ　Ｔａｐｅ　Ｃｏｕｎｃｉ
ｌ）によると、接着剤は、以下：（１）指による圧力を超えない圧力での接着、（２）被
着体上への十分な保持能力、（３）被着体からきれいに除去されるのに十分な凝集強度、
などの特性を有することが知られている。接着剤として良好に機能することが見出されて
いる材料としては、必要な粘弾性特性を示し、粘着性、剥離接着性、及び剪断保持力にお
いて所望のバランスをもたらすように設計及び処方されたポリマーが挙げられる。
【０００３】
　これらの要件は、一般的に「Ｐｏｃｉｕｓ　ｉｎ　Ａｄｈｅｓｉｏｎ　ａｎｄ　Ａｄｈ
ｅｓｉｖｅｓ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ」：Ａｎ　Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎ，２ｎｄ　Ｅ
ｄ．，Ｈａｎｓｅｒ　Ｇａｒｄｎｅｒ　Ｐｕｂｌｉｃａｔｉｏｎ，Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ
，ＯＨ，２００２に記述されるように、粘着性、接着性（剥離強度）、及び貼着性（剪断
保持力）を個別に測定するように設計される試験によって、評価される。これらの測定値
は、接着剤を特徴化するのにしばしば用いられる特性のバランスをとって構成される。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本開示は、高度に架橋及び可塑化された低Ｔｇ（メタ）アクリル酸コポリマーを含む、
新規の接着剤組成物を提供する。
【０００５】
　本開示の接着剤は、所望のバランスで粘着性、剥離接着性、剪断保持力を提供し、更に
ダルキスト基準に準拠しており、すなわち、適用温度（典型的には室温）での接着剤の弾
性率は、１Ｈｚの周波数で３×１０６ダイン／ｃｍ未満である。
【０００６】
　硬化の際、硬化した接着剤組成物は、剥離強度が低く、自己湿潤性を示す。「自己湿潤
」とは、外圧がほとんど又は全くかからない平坦な表面上で、硬化した接着剤処方物が自
発的な湿潤性を示すことを意味する。自己湿潤型接着剤処方物の更なる特性は、硬化した
接着剤が、適用された表面上にほとんど又は全く残渣を残さずに除去可能であることであ
る。硬化した処方物の初期１８０°剥離強度は、約５Ｎ／ｄｍ未満であり、約１Ｎ／ｄｍ
未満の場合もある。
【０００７】
　硬化の際、接着剤組成物は黄変せず、低収縮率、低複屈折率、及び低感湿性（曇点耐性
）を示すので、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）のモジュールに偏光器を結合させること、及
び様々な光学フィルムを、例えば、携帯ハンドヘルド（ＭＨＨ）デバイスのガラスレンズ
に付着させるなど、これらに限定されない多くの光学用途に好適である。
【０００８】
　いくつかの実施形態では、接着剤は付着しても、つや消し仕上げ又は光沢仕上げ表面、
あるいは高分子基材を有し、長期間にわたって基材に損傷がなく、又はいかなる接着剤残
渣又は汚れをも残さない、ガラス、金属、木、紙などの様々な平坦な基材から繰り返し剥
離可能なままである。接着剤物品は、例えば、二軸配向性ポリウレタンテレフタラートな
どの可撓性裏材を含んで提供される。
【０００９】
　理想的には、基材に応じて、除去可能な接着剤は、基材に湿潤性をもたらし、迅速な初
期接着力（十分な初期粘着力又は迅速な固着力）をもたらし、接着剤を所望の基材に迅速
に固定するべきである。一方、この接着剤は、高温下であってとしても、経時的に低速及
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び任意の速度で許容可能な接着力増大を示し、長期にわたる保持後にもきれいに剥離でき
るべきである。更には、接着剤は、接着剤を除去する際に基材を損傷することなく、確実
且つ優れた接着力を基材に与えるような適切な剥離強度によって特徴付けられるべきであ
る。接着剤は、接着剤物品の適切な取り扱い（特に、１回又は数回剥離した後の物品の基
材への再適用）を可能とする十分な凝集強度及び引張強度、並びに寸法安定性を示す。ま
た、経時的な不要な剥離強度の増大を引き起こすプロセスである、表面上の接着剤の低温
流を制限するために、十分な凝集強度も望まれる。静的剪断強度は、軽量取付での適用が
可能となるように十分に高いが、永久接着できないほどに高すぎてはならない。いくつか
の実施形態では、接着剤は更に、戸外での適用を可能とするために高い耐水性を示す。更
には、有機溶剤に対する耐性が高いことが望ましい。
【００１０】
　いくつかの実施形態では、接着剤は、ガラス又は透明ポリマーなどの透明の基材上に、
対象物を本質的に目に見えないように取り付けるため、可視光に対して透明である。本開
示は、光学的に清澄な基材及びその基材の主表面上に配置される硬化した光学用接着剤組
成物を含む、光学的に清澄な接着剤物品を提供する。本開示は、第１の光学的に清澄な基
材及び第２の光学的に清澄な基材、並びにその２つの基材の間に配置される硬化した接着
剤を含む、光学的に清澄な物品を更に提供する。本開示の物品は、約０．０３ミリメート
ルを超える厚さ、一般的には、１×１０－６未満の複屈折率（絶対値）、約８５％より大
きい、好ましくは９０％より大きい、より好ましくは９５％より大きい光透過率（対象物
のスペクトル領域にわたって）、及び５００マイクロメートル接着剤厚さを有する試料に
おいて約１．５単位、好ましくは約１．０単位未満のＣＩＥＬＡＢ　ｂ＊を有する。
【００１１】
　例示的な処方物は、例えば、除去可能なフィルム被膜のような画面保護に使用する際、
消費者が除去することを望むか、他の状況において、画面を損傷しないか、又は残渣を取
り残さずに、容易に取り除くことも可能である。例示的な処方物は、硬化の際に、容易に
除去可能である接着剤をもたらす低剥離強度も示す。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本開示の接着剤組成物は、低Ｔｇモノマー及び任意で酸官能性モノマーを含む、低Ｔｇ

コポリマー成分を部分的に含む。コポリマーのＴｇは、≦０℃であり、好ましくは－２０
℃≦である。
【００１３】
　低Ｔｇ（メタ）アクリレート（コ）ポリマーの調製において有用な（メタ）アクリレー
トエステルモノマーは、非三級アルコールのモノマー（メタ）アクリル酸エステルであり
、このアルコールは、１～１８個の炭素原子、好ましくは平均４～１２個の炭素原子を含
有する。かかるモノマーの混合物を使用してもよい。
【００１４】
　（メタ）アクリレートエステルモノマーとしての使用に好適なモノマーの例としては、
エタノール、１－プロパノール、２－プロパノール、１－ブタノール、２－ブタノール、
１－ペンタノール、２－ペンタノール、３－ペンタノール、２－メチル－１－ブタノール
、３－メチル－１－ブタノール、１－ヘキサノール、２－ヘキサノール、２－メチル－１
－ペンタノール、３－メチル－１－ペンタノール、２－エチル－１－ブタノール、３，５
，５－トリメチル－１－ヘキサノール、３－ヘプタノール、１－オクタノール、２－オク
タノール、イソオクチルアルコール、２－エチル－１－ヘキサノール、１－デカノール、
２－プロピルヘプタノール、１－ドデカノール、１－トリデカノール、１－テトラデカノ
ール、シトロネロール、ジヒドロシトロネロールなどの非三級アルコールを含むアクリル
酸又はメタクリル酸のエステルが挙げられる。いくつかの実施形態では、好ましい（メタ
）アクリレートエステルモノマーは、ブチルアルコール又はイソオクチルアルコールを含
む（メタ）アクリル酸のエステル、又はこれらの組み合わせであるが、２つ以上の異なる
（メタ）アクリレートエステルモノマーの組み合わせが好適である。
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【００１５】
　いくつかの実施形態では、好ましい（メタ）アクリレートエステルモノマーは、（メタ
）アクリル酸と、２－オクタノール、シトロネロール、ジヒドロシトロネロールなどの再
生可能な資源由来のアルコールとのエステルである。
【００１６】
　いくつかの実施形態では、上述の（メタ）アクリレートエステルの一部は、米国特許第
８１３７８０７号（Ｌｅｗａｎｄｏｗｓｋｉら）（参照により本明細書に組み込まれる）
に記載されるように、２－アルキルアルカノール（ゲルベアルコール）由来の（メタ）ア
クリレートで置換され得る。
【００１７】
　低Ｔｇ（メタ）アクリレートエステルモノマーは、低Ｔｇコポリマーを調製するのに使
用される総モノマー含量１００部を基準として、９５～１００重量部の量で存在する。好
ましくは、（メタ）アクリレートエステルモノマーは、低Ｔｇコポリマーの総モノマー含
量１００部を基準として、９５～９９重量部の量で存在する。
【００１８】
　ポリマーは、酸官能性モノマーを更に含んでよく、ここで酸官能性基は、カルボン酸な
どのようにそれ自体酸であるか、又はアルカリ金属カルボン酸塩などのように一部がそれ
らの塩であってもよい。有用な酸官能性モノマーとしては、エチレン性不飽和カルボン酸
、エチレン性不飽和スルホン酸、エチレン性不飽和ホスホン酸、及びこれらの混合物から
選択されるものが挙げられるが、これらに限定されない。このような化合物の例としては
、アクリル酸、メタクリル酸、イタコン酸、フマル酸、クロトン酸、シトラコン酸、マレ
イン酸、オレイン酸、β－カルボキシエチル（メタ）アクリレート、２－スルホエチルメ
タクリレート、スチレンスルホン酸、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン
酸、ビニルホスホン酸、及びこれらの混合物から選択されるものが挙げられる。
【００１９】
　その入手可能性により、酸官能性コポリマーの酸官能性モノマーは、一般的には、エチ
レン性不飽和カルボン酸、すなわち、（メタ）アクリル酸から選択される。より強い酸が
望ましいとき、酸性モノマーとしては、エチレン性不飽和スルホン酸、及びエチレン性不
飽和ホスホン酸が挙げられる。存在する場合、酸官能性モノマーは、一般的には低Ｔｇコ
ポリマーの全モノマー１００部に基づいて、０．５～５重量部の量で使用される。
【００２０】
　低Ｔｇモノマー及び任意の酸官能性モノマーに加えて、コポリマーは、任意で、非酸官
能性極性モノマー、ビニルモノマー及びビニルエーテルモノマーなどの他のモノマーを含
み得る（但し、生じるコポリマーは、Ｔｇ＜０℃であり、可塑剤と相溶性を維持し、必要
とされる光学的特性及び接着特性を有すること）。かかる追加モノマーは、総モノマー１
００重量部に対して最大で５重量部の量で使用され得る。
【００２１】
　好適な極性モノマーの代表的な例としては、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレー
ト；Ｎ－ビニルピロリドン；Ｎ－ビニルカプロラクタム；アクリルアミド；モノ－又はジ
－Ｎ－アルキル置換アクリルアミド；ｔ－ブチルアクリルアミド；ジメチルアミノエチル
アクリルアミド；Ｎ－オクチルアクリルアミド；２－（２－エトキシエトキシ）エチル（
メタ）アクリレート、２－エトキシエチル（メタ）アクリレート、２－メトキシエトキシ
エチル（メタ）アクリレート、２－メトキシエチルメタクリレートを含むポリ（アルコキ
シアルキル）（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート
；ビニルメチルエーテルを含むアルキルビニルエーテル；及びこれらの混合物が挙げられ
るが、これらに限定されない。好ましい極性モノマーとしては、ポリエチレングリコール
モノ（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート及びＮ－ビニル
ピロリドンからなる群から選択されるものが挙げられる。
【００２２】
　様々なモノマーの特定の組み合わせにおけるインターポリマーのＴｇの有用な予測値は
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、Ｆｏｘ等式：１／Ｔｇ＝ΣＷｉ／Ｔｇｉの適用によって計算され得る。この等式におい
て、Ｔｇは、混合物のガラス転移温度であり、Ｗｉは、混合物中の成分ｉの重量分率であ
り、Ｔｇｉは、成分ｉのガラス転移温度であり、全てのガラス転移温度は、ケルビン（Ｋ
）で算出される。本明細書で使用するとき、用語「低Ｔｇモノマー」とは、単重合される
際に、Ｆｏｘ等式を使用して算出すると、Ｔｇ≦０℃、好ましくは≦－２０℃、より好ま
しくは≦－５０℃である（メタ）アクリレートコポリマーを生成するモノマーを指す。あ
るいは、ガラス転移温度は、例えば示差走査熱量計（ＤＳＣ）などの様々な既知の方法で
測定され得る。
【００２３】
　接着剤組成物に十分な凝集強度をもたらすために、多官能性（メタ）アクリレートが重
合性モノマーのブレンドに組み込まれる。多官能性（メタ）アクリレートは、本明細書に
記載される量で使用される際、粘着性が低く、剪断弾性率が高く、剥離性が低く、自己湿
潤特性を促進する接着剤を提供する。有用な多官能性（メタ）アクリレートの例としては
、ジ（メタ）アクリレート、トリ（メタ）アクリレート、及びテトラ（メタ）アクリレー
ト、例えば、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ポリ（エチレングリコ
ール）ジ（メタ）アクリレート、ポリブタジエンジ（メタ）アクリレート、ポリウレタン
ジ（メタ）アクリレート、及びプロポキシル化グリセリントリ（メタ）アクリレート、並
びにこれらの混合物が挙げられるが、これらに限定されない。多官能性（メタ）アクリレ
ートの量及び同定は、接着剤組成物の用途に応じて調整される。
【００２４】
　典型的には、多官能性（メタ）アクリレートは、低Ｔｇ溶質コポリマー及び溶媒モノマ
ー成分１００部を基準として、５部を超える量で存在する。典型的には、多官能性（メタ
）アクリレートは、低Ｔｇ溶質コポリマー及び溶媒モノマー成分１００部を基準として、
５～５０部、好ましくは少なくとも１０部の量で存在し得る。
【００２５】
　接着剤組成物は、ポリマーフィルムの内部改質（すなわち溶媒和）によって硬化した接
着フィルムの柔軟性を増加し、自己湿潤特性を向上するように働く可塑剤を更に含む。可
塑剤は、室温で固体又は液体であり得る。固体である場合、可塑剤は加熱によって軟化又
は液化され、可塑剤の融解が引き起こされ得る。
【００２６】
　固体である場合、可塑剤は、典型的には結晶状固体であり、示差走査熱量計（ＤＳＣ）
を使用して測定される際に、測定可能な融点を示す。本発明で使用される固体可塑剤の融
点は、比較的低い（すなわち、必要とされ得る任意の加熱を最小限にするために約６０℃
未満）のが好ましい。しかしながら、可塑剤は室温で液体であり、そのために高温工程を
必要としないことが好ましい。可塑剤が室温で液体で使用される場合、加熱を必要としな
いために、適時に結合して形成される。
【００２７】
　可塑剤の粘度は、用途に応じて調整され得る。可塑剤の粘度は、基材表面上に配合され
た接着剤を塗布するのを容易にするほど十分に低いことが好ましい。好ましくは、可塑剤
の粘度は、液化される際に約１，０００センチポイズ（ｃＰ）未満であり、より好ましく
は、可塑剤の粘度は、液化される際に約５００ｃＰ未満であって、最も好ましくは約２０
０ｃＰ未満である。
【００２８】
　可塑剤は、ポリマーフィルムと相溶性があることが好ましい。ポリマーフィルムが、１
つを超えるポリマーのブレンドである場合、可塑剤は、ブレンド中の各ポリマーと相溶性
があることが好ましい。可塑剤とポリマーフィルムとの相溶性は、結合形成に必要とされ
る時間を最小限にするのに役立つ。更には、可塑剤とポリマーフィルムとの相溶性によっ
て、長期にわたって基材との結合有効性が向上する。
【００２９】
　「相溶性」とは、（１）基材から剥離する際に、所望の光学特性を有害なものに変化さ
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せるか、又は残渣を残すグロス相が本質的にないことが視覚的に示される可塑剤を指す。
ポリマーフィルムから又はポリマーフィルム中で、可塑剤がある程度移動（組成物の平衡
又は温度の影響に起因する軽度の分離など）することは許容され得るが、可塑剤が硬化し
た接着剤コポリマーと可塑剤との間に相分離が生じる程には移動しない。曇りも、グロス
相分離の証拠となり得る。
【００３０】
　また、可塑剤は非揮発性であることが好ましい。「非揮発性」とは、結合形成条件下に
おいて、実質的に揮発しない可塑剤を指す。つまり、可塑剤は、３％未満のＶＯＣ（揮発
性有機物含有量）を生じさせる。ＶＯＣ含有量は、ＡＳＴＭ　Ｄ　５４０３－９３と同様
に、可塑剤を配合した接着剤を１００℃の強制通風炉中に１時間晒すことで、測定され得
る。配合された接着剤から３％未満の可塑剤が失われた場合、可塑剤は「非揮発性」とみ
なされる。
【００３１】
　好ましくは、可塑剤は、接着剤の他の成分又は空気に対して非反応である。例えば、可
塑剤は、接着性（コ）ポリマー及び基材などの系中の他の成分に対して不活性であるのが
好ましい。可塑剤が空気に対して非反応である場合、曇り又は黄変などによる光学特性の
損失が最小限となり得る。
【００３２】
　有用な可塑剤は、広範な分子量及び構造を有する。可塑剤は、ポリマー又はモノマーで
あり得る。小分子可塑剤は、典型的には、単官能性アルコール又は単官能性酸でそれぞれ
にエステル化される単官能性又は多官能性の低分子量酸又はアルコールから誘導される。
一般的に、これらのモノマー可塑剤は、ミリスチン酸エステル、フタル酸エステル、アジ
ピン酸エステル、リン酸エステル、クエン酸エステル、トリメリト酸エステル、グルタル
酸エステル、セバシン酸エステルなどの一塩基酸又は二塩基酸のエステル（例えば、フタ
ル酸ジブチル、フタル酸ジイソオクチル、アジピン酸ジブチル、アジピン酸ジオクチル；
２－エチルヘキシルジフェニル二リン酸（２－ｃｔｈｙｌｈｅｘｙｌ　ｄｉｐｈｃｎｙｌ
　ｄｉｐｈｏｓｐｈａｔｃ）；リン酸－ｔ－ブチルフェニルジフェニル；ベンジルフタル
酸ブチル；アジピン酸ジブトキシエトキシエチル；アジピン酸ジブトキシプロポキシプロ
ピル；クエン酸アセチルトリ－ｎ－ブチル；セバシン酸ジブチルなどのフタル酸ジアルキ
ル）である。リン酸エステルの可塑剤は、商品名「ＳＡＮＴＩＣＩＺＥＲ」でＭｏｎｓａ
ｎｔｏ（Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ，ＭＯ）から市販されている。グルタル酸の可塑剤は、商品名
「ＰＬＡＳＴＨＡＬＬ　７０５０」でＣ．Ｐ．Ｈａｌｌ　Ｃｏ．（Ｃｈｉｃａｇｏ，ＩＬ
）から市販されている。
【００３３】
　好ましくは、可塑剤は、脂肪族カルボン酸のモノアルキルエステル、芳香族カルボン酸
のモノアルキルエステル、脂肪族カルボン酸のポリアルキルエステル、芳香族カルボン酸
のポリアルキルエステル、脂肪族アルコールのポリアルキルエステル、ホスホン酸のポリ
アルキルエステル、脂肪族カルボン酸のポリ（アルコキシル化）エステル、芳香族カルボ
ン酸のポリ（アルコキシル化）エステル、脂肪族アルコールのポリ（アルコキシル化）エ
ーテル、フェノールのポリ（アルコキシル化）エーテル、及びこれらの混合物からなる群
から選択される。いくつかの好ましい実施形態では、エステルは、２－オクタノール、シ
トロネロール、ジヒドロシトロネロールなどの再生可能源から、又は参照として本明細書
に組み込まれる米国特許第８１３７８０７号（Ｌｅｗａｎｄｏｗｓｋｉら）に記載される
ような２－アルキルアルカノール（ゲルベアルコール）からのアルコールから誘導される
。
【００３４】
　使用される可塑剤の量は、基材及びポリマーフィルムを含む材料、並びにその寸法に応
じて変化する。一般的には、使用される可塑剤の量は、１００重量部の溶質（コ）ポリマ
ー及び溶媒モノマー（シロップポリマー組成物）に対して、又は硬化したアクリル酸コポ
リマーに対して、１０重量部を超え、いくつかの実施形態では１５重量部である。好まし
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くは、可塑剤の量は、有用な結合時間及びより早い基材の湿潤をもたらすために、１００
重量部のシロップポリマー組成物に対して、又は硬化したアクリル酸コポリマーに対して
、１０～５０重量部である。
【００３５】
　硬化性組成物は、好ましくはシロップ重合法によって調製される。「シロップポリマー
組成物」とは、１つ以上に溶媒モノマー中の溶質（コ）ポリマーの溶液を指し、組成物の
粘度は、２２℃において５００～１０，０００ｃＰｓである。ここでは、（メタ）アクリ
レートモノマー、任意で酸官能性モノマー及び他のモノマーからなるモノマー混合物は、
混合されて、熱開始剤又は光開始剤を使用して部分重合される。生じたシロップポリマー
は、溶質（メタ）アクリレートコポリマーと未反応の溶媒モノマーとを含み、次に、マル
チアクリレート架橋剤及び光開始剤と混合される。所望であれば、追加の溶媒モノマー及
び開始剤が、最初の部分重合後に添加され得る。投入される追加モノマーは、最初に投入
されたモノマーと同じであるか、又は違っていてもよい。
【００３６】
　続いて、光開始剤の存在下、紫外線での処理と同時に、溶媒モノマーが重合し、組成物
とマルチアクリレートとが架橋する。
【００３７】
　任意の従来のフリーラジカル反応開始剤は、初期重合物を生成し、シロップポリマー組
成物を形成するために使用され得る。好適な熱反応開始剤の例としては、過酸化ベンゾイ
ル、過酸化ジベンゾイル、過酸化ジラウリル、過酸化シクロヘキサン、過酸化メチルエチ
ルケトン、ヒドロペルオキシド、例えば、ｔｅｒｔ－ブチルヒドロペルオキシド及びクメ
ンヒドロペルオキシド、ジシクロヘキシルペルオキシジカーボネート、２，２，－アゾ－
ビス（イソブチロニトリル）、及びｔ－ブチルペルベンゾエートなどの過酸化物が挙げら
れる。市販の熱反応開始剤の例としては、ＶＡＺＯ（商標）６７（２，２’－アゾビス（
２－メチルブチロニトリル））、ＶＡＺＯ（商標）６４（２，２’－アゾビス（イソブチ
ロニトリル））、及びＶＡＺＯ（商標）５２（２，２’－アゾビス（２，２－ジメチルバ
レロニトリル））、などのＶＡＺＯの商品名で、ＤｕＰｏｎｔ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃ
ｈｅｍｉｃａｌ（Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，Ｄｅｌ．）から入手可能な反応開始剤、並びに
Ｌｕｃｉｄｏｌ（商標）７０の商品名でＥｌｆ　Ａｔｏｃｈｅｍ　Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒ
ｉｃａ（Ｐｈｉｌａｄｅｌｐｈｉａ，Ｐａ．）から入手可能な反応開始剤が挙げられる。
【００３８】
　溶質（コ）ポリマーは、非モノマー性溶媒中に従来の方法で調製され、その後高度（重
合度）に変換され得る。溶媒（モノマー又は非モノマー）を使用する際、溶媒はシロップ
ポリマーの形成前、又は形成後のいずれかで（例えば、真空蒸留で）除去され得る。これ
は許容できる方法ではあるが、高度に変換された官能性ポリマーが関わるこの手順は、追
加的な溶媒除去作業が必要で、別の材料（非モノマー溶剤）が必要とされ、及び高分子量
の、モノマー混合物内の高度に変換された溶質ポリマーの溶解には相当な時間を必要とし
得るため、好ましいとは言えない。追加の溶媒モノマーは、必要に応じてシロップポリマ
ー組成物に添加され粘度が削減され得る。
【００３９】
　コーティング可能なシロップポリマーの調製の好ましい方法は、光開始フリーラジカル
重合法である。光重合法の利点は、１）モノマー溶液を加熱する必要がないことと、２）
活性光源がオフになると光開始（ｐｈｏｔｏｉｎｉｔｉａｔｉｏｎ）が完全に停止するこ
とである。コーティング可能な粘度を達成するための重合は、モノマーからポリマーへの
変換が最大約３０％になるように行なわれ得る。重合は、所望の変換及び粘度が達成され
たときに、光源を除去し、溶液に空気（酸素）をバブリングしてフリーラジカルの伝播を
抑えることで停止され得る。
【００４０】
　モノマー混合物は、溶媒モノマー中で一般的には部分重合（変換）して最大３０重量部
の溶質コポリマーを含むシロップコポリマーを生成し、２２℃で５００～１０，０００ｃ
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Ｐｓの粘度を有する。部分変換後、多官能性アクリレート、可塑剤及び任意で追加モノマ
ーが添加され、シロップポリマー組成物は、好ましくは光開始剤を使用して光重合によっ
て更に重合される。
【００４１】
　有用な光開始剤には、ベンゾインメチルエーテル及びベンゾインイソプロピルエーテル
などのベンゾインエーテル；Ｉｒｇａｃｕｒｅ（商標）６５１光開始剤（Ｃｉｂａ　Ｓｐ
ｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）又はＥｓａｃｕｒｅ（商標）ＫＢ－１光開始剤（
Ｓａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏ．（Ｗｅｓｔ　Ｃｈｅｓｔｅｒ，ＰＡ））として入手可能な２，
２－ジメトキシアセトフェノン、及びジメトキシヒドロキシアセトフェノンなどの置換ア
セトフェノン；２－メチル－２－ヒドロキシプロピオフェノンなどの置換α－ケトール；
２－ナフタレン－スルホニルクロリドなどの芳香族スルホニルクロリド；及び１－フェニ
ル－１，２－プロパンジオン－２－（Ｏ－エトキシ－カルボニル）オキシムなどの光活性
オキシムが挙げられる。これらの中で特に好ましいものは、置換アセトフェノンである。
【００４２】
　好ましい光開始剤は、ノリッシュＩ開裂を起こして、アクリル二重結合に付加して開始
できるフリーラジカルを生成する光学活性化合物である。コポリマーが形成された後に、
追加の光開始剤をコーティングする混合物に添加することができ、すなわち、光開始剤を
シロップポリマー混合物に添加し得る。
【００４３】
　シロップポリマー組成物及び光開始剤は、活性化紫外線を照射して、モノマー成分を重
合させ得る。紫外線源は、以下の２種類であり得る：１）２８０～４００ナノメートルの
波長範囲にわたって、一般的には１０ｍＷ／ｃｍ２以下（米国標準技術局（Ｕｎｉｔｅｄ
　Ｓｔａｔｅｓ　Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｓｔａｎｄａｒｄｓ　
ａｎｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）に承認されている手順に沿って、例えば、Ｅｌｅｃｔｒ
ｏｎｉｃ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔａｔｉｏｎ　＆　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，Ｉｎｃ．（Ｓ
ｔｅｒｌｉｎｇ，ＶＡ）製のＵｖｉｍａｐ（商標）ＵＭ　３６５　Ｌ－Ｓラジオメーター
を用いて測定される）の強度を提供するバックライトなどの比較的低い強度の光源、及び
２）一般的には１０ｍＷ／ｃｍ２を超え、好ましくは１５～４５０ｍＷ／ｃｍ２の強度を
提供する中圧水銀ランプなどの比較的高い強度の光源。シロップポリマー組成物を完全に
又は部分的に重合させるために化学線を使用する場合、高い強度と短い曝露時間が好まし
い。例えば、６００ｍＷ／ｃｍ２の強度及び約１秒の曝露時間は良好に使用され得る。強
度は、約０．１～約１５０ｍＷ／ｃｍ２、好ましくは約０．５～約１００ｍＷ／ｃｍ２、
及びより好ましくは約０．５～約５０ｍＷ／ｃｍ２の範囲であり得る。かかる光開始剤は
、好ましくはシロップポリマー組成物１００ｐｂｗあたり０．１～１．０ｐｂｗの量で存
在する。
【００４４】
　（溶質コポリマーに対する溶媒モノマーの）変換の度合いは、照射中に重合混合物の屈
折率を測定することによって監視することができる。有用なコーティング粘度は、最大で
３０％、好ましくは２～２０％、より好ましくは５～１５％、及び最も好ましくは７～１
２％の範囲の変換（すなわち、入手可能な重合されたモノマーの割合）によって達成され
る。溶質ポリマーの分子量（重量平均）は少なくとも１００，０００、好ましくは少なく
とも２５０，０００、より好ましくは少なくとも５００，０００である。
【００４５】
　シロップ重合法は、最初のフリーラジカル重合において「デッドポリマー」（すなわち
、完全に重合して、フリーラジカル重合が不可能なポリマー）が生成すると理解される。
その後、溶媒モノマーは、存在する溶質コポリマーとフリーラジカル重合しない。シロッ
プポリマーを配合する際、紫外線に更に曝露することにより、溶媒モノマー及びマルチア
クリレート架橋剤のフリーラジカル重合が開始し、異なる架橋コポリマーが生成する。硬
化の際、生成物は、（ａ）低Ｔｇ（コ）ポリマー（最初の重合から）、（ｂ）高度に架橋
した低Ｔｇ（コ）ポリマー（次のモノマー及びマルチアクリレート成分の重合から）、及
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び（ｃ）可塑剤、の均質な混合物として特徴付けられ得る。
【００４６】
　シロップ法は、溶媒又は溶液重合法に比較して、より高い分子量を産生する点で、利点
がある。これらのより高い分子量によって、鎖の絡み合い量が増加するため、凝集力が増
加する。
【００４７】
　シロップポリマー組成物は：
　ａ）５～４０重量部、好ましくは１０～４０重量部の低Ｔｇ（メタ）アクリレート溶質
（コ）ポリマー成分；
　ｂ）低Ｔｇモノマー及び多官能性アクリレートを含む、６０～９５重量部、好ましくは
６０～９０重量部の低Ｔｇ溶媒モノマー成分（ａ）及びｂ）の合計は１００重量部である
）；
　ｃ）ａ）及びｂ）１００重量部に対して、５～５０重量部の可塑剤、を含む。
【００４８】
　熱開始剤及び光開始剤は、モノマー１００ｐｂｗあたり、約０．０００１～約３．０ｐ
ｂｗ、好ましくは約０．００１～約１．０ｐｂｗ、より好ましくは約０．００５～約０．
５ｐｂｗの範囲の濃度で用いられ得る。
【００４９】
　接着剤は、以下の工程：
　１）低Ｔｇモノマー、及び、任意の酸官能性モノマーと他のモノマーによるモノマーの
混合物をフリーラジカル重合して、モノマーからポリマーへの変換が最大で約３０％であ
るようなシロップポリマー組成物を生成する工程、
　２）シロップポリマー組成物に、多官能性アクリル酸架橋剤、可塑剤、任意で追加モノ
マー及び光開始剤を添加する工程、及び
　３）更に、好ましくは光重合によって混合物を重合する工程、によって調製され得る。
【００５０】
　いくつかの実施形態では、工程２）で追加モノマーを投入することが望ましい。かかる
追加モノマーによって、シロップポリマーの粘度は更に減少され得る。更には、工程）で
酸官能性モノマー及び／又は非酸官能性極性モノマーを添加し、基材上に剥離接着性が構
築されることを防ぐことが望ましいことが分かっている。２回目の追加モノマーの投入が
使用される際、工程２）での２回目のモノマーを投入するために、最初のモノマー投入か
ら最大で７０重量部、好ましくは最大で５０重量部のモノマーが残され得る。つまりは、
最初のモノマー投入分は、最初の投入において３０部以下で含まれ、混合物が部分重合さ
れシロップポリマーとなり、その後、２回目の投入で最大で７０部の追加モノマーが添加
される。
【００５１】
　所望であれば、更に重合する前に、シロップポリマー組成物は、基材にコーティングさ
れ得る。
【００５２】
　また、当業者は、充填剤、酸化防止剤、安定剤、及び着色剤などの他の添加剤は、有益
な特性のために接着剤とブレンドされ得ることを理解している。
【００５３】
　いくつかの実施形態では、組成物は充填剤を含有し得る。多くの実施形態では、充填剤
は、接着剤の光学特及び性接着特性に悪影響を与えない種類及び取込量で使用される。い
くつかの実施形態では、少量の充填剤を使用し、接着剤の凝集強度が向上され得る。
【００５４】
　かかる組成物は、組成物の総重量に基づいて少なくとも１重量％、より好ましくは少な
くとも５重量％、最も好ましくは１０重量％の充填剤を含み得る。いくつかの実施形態で
は、充填剤の総量は、最大で５０重量％、好ましくは最大で４０重量％、より好ましくは
最大で３０重量％である。
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【００５５】
　充填剤は、当該技術分野において既知の広範な材料のうちの１つ以上から選択されてよ
く、有機充填剤及び無機充填剤が挙げられる。無機充填剤粒子としては、シリカ、サブマ
イクロメートルのシリカ、ジルコニア、サブマイクロメートルのジルコニア、及び米国特
許第４，５０３，１６９号（Ｒａｎｄｋｌｅｖ）に記載される種類の非ガラス質微小粒子
が挙げられる。
【００５６】
　充填剤成分としては、ナノサイズシリカ粒子、ナノサイズ金属酸化物粒子、及びこれら
の組み合わせが挙げられる。また、ナノ充填剤は、米国特許第７，０９０，７２１号（Ｃ
ｒａｉｇら）、同第７，０９０，７２２号（Ｂｕｄｄら）、同第７，１５６，９１１号（
Ｋａｎｇａｓら）、及び同第７，６４９，０２９号（Ｋｏｌｂら）に記載されている。
【００５７】
　いくつかの実施形態では、組成物は、約１００ナノメートル、好ましくは５０ナノメー
トル未満、及びより好ましくは１０ナノメートル未満の平均一次粒径を有するナノ粒子充
填剤を含むのが好ましい。本明細書で使用されるとき、「一次粒径」という用語は、非関
連の単一粒子の径を指す。平均一次粒径は、典型的には、少なくとも約１ナノメートル（
ｎｍ）、及び好ましくは少なくとも約５ｎｍである。かかる充填剤の平均表面積は、好ま
しくは少なくとも約２０平方メートル毎グラム（ｍ２／ｇ）、より好ましくは少なくとも
約５０ｍ２／ｇ、最も好ましくは少なくとも約１００ｍ２／ｇである。
【００５８】
　いくつかの実施形態では、表面改質充填剤が使用され得る。充填剤用の表面改質剤は、
分散特性又はレオロジー特性を向上し得る。この種類のシランの例としては、例えば、ア
リールポリエーテル、アルキル、ヒドロキシアルキル、ヒドロキシアリール、又はアクリ
レート、アミノアルキル官能性シランが挙げられる。
【００５９】
　多くの実施形態では、好ましい充填剤は、Ｄｅｇｕｓｓａ社のＡｅｒｏｓｉｌ（商標）
Ｒ９７２ヒュームドシリカなどの疎水性ヒュームドシリカである。
【００６０】
　生じた接着剤は、自己湿潤性であり、かつ、除去可能である。接着剤は、それが自発的
に基材を湿潤することを可能にする、優れた適合性を示す。また、その表面特性によって
、接着剤を再配置又は再加工のために繰り返し基材に結合させ、除去可能となる。接着剤
の強い凝集強度によって、永続的な除去能に加えて、それに低温流れを制限し、高温耐性
を与える構造的一体性を与える。いくつかの実施形態では、以下の実施例の項目で記載さ
れる１８０°剥離接着力試験により測定したとき、ガラス基材に結合した接着剤でコーテ
ィングした物品の初期除去能は、５ニュートン／デシメートル以下である。室温で１週間
の経時変化において、１８０°剥離接着力試験により測定したとき、除去能は、１０ニュ
ートン／デシメートル以下である。他の実施形態では、室温で少なくとも１週間の経時変
化後の除去能は、１８０°剥離接着力試験により測定したとき、５Ｎ／ｄｍで以下である
。
【００６１】
　接着剤物品は、可撓性裏張りなどの好適な支持体上に接着剤又はシロップポリマー組成
物をコーティングすることによって調製され得る。可撓性裏張りに含まれ得る材料の例と
しては、ポリエチレン、ポリプロピレン（アイソタクチックポリプロピレンなど）、ポリ
スチレン、ポリエステル、ポリビニルアルコール、ポリ（エチレンテレフタレート）、ポ
リ（ブチレンテレフタレート）、ポリ（カプロラクタム）、ポリ（フッ化ビニリデン）、
ポリラクチド、セルロースアセテート、及びエチルセルロースなどのポリオレフィンが挙
げられる。本発明で有用な市販の裏材は、クラフト紙（Ｍｏｎａｄｎｏｃｋ　Ｐａｐｅｒ
，Ｉｎｃ．から入手可能）；セロファン（Ｆｌｅｘｅｌ　Ｃｏｒｐ．から入手可能）；及
びＴｅｓｌｉｎ（商標）（ＰＰＧ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ，Ｉｎｃ．から入手可能）、及
びＣｅｌｌｇｕａｒｄ（商標）（Ｈｏｅｃｈｓｔ－Ｃｅｌａｎｅｓｅから入手可能）など
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のポリ（エチレン）及びポリ（プロピレン）から得られる多孔質フィルムが挙げられる。
【００６２】
　裏張りはまた、金属、金属化ポリマーフィルム、又はセラミックシート材料から形成さ
れてもよく、ラベル、テープ、印、カバー、マーキング印などの、感圧接着剤組成物が利
用されていることがかねてから既知である任意の物品の形態を取ってもよい。
【００６３】
　上記組成物は、特定の基材に適するように調節された従来のコーティング技術を使用し
て基材にコーティングされる。例えば、これらの組成物は、ローラーコーティング、フロ
ーコーティング、ディップコーティング、スピンコーティング、スプレーコーティング、
ナイフコーティング、及びダイコーティングのような方法により、様々な固体基材に適用
され得る。これらの様々なコーティング法は、基材上に厚さを変えて組成物を定置するこ
とを可能にするものであり、これにより組成物はより広い範囲で使用できるようになる。
コーティング厚さは変更することができるが、２～５００マイクロメートル（乾燥厚さ）
、好ましくは約１０～２５０マイクロメートルのコーティング厚さが想到される。
【００６４】
　いくつかの好ましい実施形態では、部分硬化組成物（すなわち、溶質（コ）ポリマー、
未反応モノマー、マルチアクリレート架橋剤及び可塑剤）は、裏材又は剥離ライナー上に
コーティングされた後、更に重合される。
【００６５】
　基材は、使用される具体的な用途に応じて選択される。例えば、接着剤は、シート製品
（例えば、装飾用の図柄及び反射製品）、ラベルストック、及びテープ裏材に適用するこ
とができる。加えて、接着剤は、別の基材又は物体をパネル又は窓に接着することができ
るように、自動車用パネル、又はガラス窓などの基材上に直接適用され得る。
【００６６】
　接着剤は、接着剤転写テープの形態で提供することもでき、このようなテープでは、後
に永久基材上に適用するために、接着剤の層が剥離ライナー上に少なくとも１層、配置さ
れる。接着剤は、接着剤が永久裏材上に配置された片面コーティングテープ又は両面コー
ティングテープとしても提供され得る。
【００６７】
　自己湿潤性及び除去能の特性が特に重要である代表的な接着剤物品としては、例えば、
グラフィック物品及び保護フィルムなどの大型物品、並びに情報ディスプレイ装置が挙げ
られる。
【００６８】
　大型グラフィック物品又は保護フィルムとしては、典型的には、感圧接着剤で裏打ちさ
れたポリマー薄膜が挙げられる。これらの物品は、取り扱い及び基材表面上への適用が難
しい場合がある。大型物品は、時に「湿式」適用プロセスと呼ばれることのあるプロセス
によって、基材表面上に適用され得る。湿式適用プロセスは、液体、典型的には水／界面
活性剤溶液を、大型物品の接着剤面上、及び任意で基材表面上に噴霧することを含む。こ
の液体は、一時的に感圧性接着剤の「粘着性を低下」させるため、よって設置者は、基材
表面の上の所望の位置で大型物品を取り扱い、スライドし、及び、再配置し得る。また、
この液体は、大型物品が自身に固着する、又は早期に基材の表面上に接着した場合に、設
置者が大型物品を引き離すことも可能にする。また、接着剤に液体を適用することで、基
材の表面上に構築される優れた接着性とともに、滑らかで気泡のない外観をもたらすこと
によって、設置済み大型物品の外観が向上され得る。
【００６９】
　大型保護フィルムの例としては、太陽光制御フィルム、飛散保護フィルム、装飾フィル
ムなどの窓用フィルムが挙げられる。いくつかの場合、フィルムは、米国特許第５，３６
０，６５９号（Ａｒｅｎｄｓら）に記載のような、光学的に透明な赤外反射フィルムなど
の選択的透過性を有するマイクロ層フィルムのような、多層ＩＲフィルム（すなわち、赤
外反射フィルム）のような多層フィルムであり得る。
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【００７０】
　湿式適用プロセスは多くの場合うまく用いられているが、時間がかかり、面倒なプロセ
スである。「乾式」適用プロセスは、一般的には大型グラフィック物品を設置するのに望
ましい。自己湿潤性であり除去可能な接着剤は、乾式設置プロセスで適用され得る。この
物品は自己湿潤性であり、必要に応じて容易に除去し、再配置できるので、大型基材に容
易に付着される。
【００７１】
　情報ディスプレイ装置などの他の用途では、この湿式適用プロセスを使用することがで
きない。情報ディスプレイ装置の例としては、液晶ディスプレイ、プラズマディスプレイ
、フロント及びリアプロジェクションディスプレイ、陰極線管及びサイネージなどの広範
な表示域構成を有する装置が挙げられる。このような表示域構成を、携帯情報端末、携帯
電話、タッチスクリーン、腕時計、カーナビゲーションシステム、全地球測位システム、
測深器、計算機、電子書籍、ＣＤ又はＤＶＤプレイヤー、投射型テレビスクリーン、コン
ピュータモニター、ノートパソコンのディスプレイ、計器、計器パネルカバー、グラフィ
ックディスプレイ（戸内及び戸外グラフィック、バンパーステッカーなどを含む）反射シ
ートなどのサイネージなどの、種々の持ち運び可能な及び持ち運びできない情報ディスプ
レイ装置で使用することができる。
【００７２】
　広範な情報ディスプレイ装置が、照射装置と無照射装置との両方で使用される。これら
の装置の多くは、その構成の一部として、接着剤でコーティングされたフィルムのような
接着剤物品を利用する。情報ディスプレイ装置で頻繁に使用される接着剤物品の１つは、
保護フィルムである。かかるフィルムは、頻繁に取り扱われるか、又は露出した視聴画面
を有する情報ディスプレイ装置上で頻繁に使用される。
【００７３】
　いくつかの実施形態では、接着剤が光学的透明性、自己湿潤性、及び除去能を有するた
め、かかるフィルムを情報ディスプレイ装置に付着させるために本開示の接着剤を使用し
得る。接着剤特性の光学的透明性により、干渉なしに接着剤を通して情報を見ることが可
能になる。自己湿潤性及び除去能の特徴により、フィルムをディスプレイ表面に容易に適
用し、必要に応じて、組立中に除去及び再加工し、また情報ディスプレイ装置の耐用年数
の間に除去し、再配置することが可能になる。
【００７４】
　本開示の物品は、約０．０３ミリメートル超の厚さ、一般的に、１×１０－６未満の平
均複屈折率（絶対値）、約８５％超、好ましくは９０％超、より好ましくは９５％超の光
透過率（対象のスペクトル領域にわたって）、及び５００マイクロメートルの厚さの試料
について約１．５単位未満、好ましくは約１．０単位未満のＣＩＥＬＡＢ　ｂ＊を有し得
る。更には、これらの物品の接着層は、好ましくは、物品が透明に見えるように、複合物
品と少なくとも同じ光学特性を有する。
【００７５】
　一般的には、接着層自体の光学特性は、物品（接着剤でコーティングされた基材）及び
基材単体の光学特性を測定することで間接的に測定される。透過率などの光学特性は、一
般的には、紫外、可視及び／又はＩＲなどの対象のスペクトル領域における平均として記
録される。したがって、本開示の物品は、１×１０－６未満の複屈折率（絶対値）、約８
５％超、好ましくは９０％超、より好ましくは９５％超の光透過率（対象のスペクトル領
域にわたって）、及び対照のスペクトル領域にわたって約１．５単位未満、好ましくは約
１．０単位未満のＣＩＥＬＡＢ　ｂ＊を有する。
【００７６】
　いくつかの実施形態では、本開示は、窓に適用され、ＵＶ、可視及びＩＲなどの対象の
スペクトル領域にわたる透過率を選択的に減少させ得る太陽光制御物品を提供する。太陽
光制御物品は、太陽光制御フィルムと、そのフィルムの主表面上に本開示の接着剤の層と
を含む。いくつかの既知の太陽光制御フィルムは、可視範囲（４００）～７００ｎｍ）に
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おいて少なくとも８０％の透過率を有し、ＩＲ（７００～２０００ｎｍ）及び／又はＵＶ
（１００～４００ｎｍ）範囲において８０％未満、７０％未満、又は６０％未満の減少し
た透過率を有するのが望ましい。
【００７７】
　太陽光制御フィルムは既知であり、入射光（すなわち、日光）からの様々なスペクトル
領域の透過率を減少させる、着色又は染色された真空コーティングポリマーフィルムが含
まれる。入射光による熱負荷を減少させる際には、太陽光スペクトルの可視部分又は赤外
部分のいずれか（すなわち、４００ｎｍ～２５００ｎｍ以上の波長）の太陽光の透過が遮
断される。着色フィルムは、主に吸収を通じて可視光の透過を制御することができ、その
結果、グレアの減少がもたらされる。しかしながら、着色フィルムは、一般的には近赤外
太陽光エネルギーを遮断することがなく、そのため他の太陽光制御フィルムよりも完全に
有効なわけではない。他の既知の窓用フィルムは、ステンレス鋼合金、インコネル合金、
モネル合金、クロム合金、又はニクロム合金などの真空蒸着灰色金属を使用して作製され
る。蒸着した灰色金属フィルムは、太陽光スペクトルの可視部分及び赤外部分で、ほぼ同
程度の透過率をもたらす。灰色金属フィルムは、光、酸素、及び／又は水分に晒されても
比較的安定しており、酸化によってコーティングの透過率が上昇する場合であっても、一
般的には変色は検出されない。灰色金属は、透明ガラスに適用した後は、太陽光の反射量
及び吸収量とほぼ等しい量で光の透過を遮断する。銀、アルミニウム、及び銅などの真空
蒸着層は、主に反射によって太陽放射を制御するとともに、高レベルの可視反射によって
、限られた数の用途でしか有用でない。銅及び銀などの特定の反射性物質によって、適度
な選択性（すなわち、赤外透過率よりも高い可視透過率）が可能になる。また、金属蒸着
フィルムは、空気及び水蒸気バリア特性を有し得る。
【００７８】
　より近年においては、多層光学フィルム（ＭＬＯＦ）を基にした太陽光制御フィルムは
、いくつかの実施形態では、数百又は更には数千のフィルム層及び任意でナノ粒子を含み
、隣接するフィルム層の屈折率、並びにナノ粒子の反射率又は吸収率の差が少ないことに
基づいて、選択的に透過又は反射するように開発されてきた。このフィルム層は、異なっ
た屈折率特性を有するために、一部の光は隣接する層間の境界面において反射される。こ
の層は、複数の境界面で反射した光に建設的又は相殺的干渉をもたらし、フィルムに所望
の反射又は透過特性をもたらすことができるほどに十分に薄い。紫外線、可視線、又は、
近赤外線の波長の光を反射するように設計されている光学フィルムでは、各層の光学的厚
み（すなわち、物理的厚みに屈折率を乗じた数値）は一般的には、約１マイクロメートル
未満である。しかしながら、これよりも厚い層、例えば、フィルム外面の表面薄層、又は
層の束を区切るフィルム内に配置されている保護境界層も含まれ得る。
【００７９】
　かかる太陽光制御多層フィルムの１つが、米国特許第２００６１５４０４９号（Ｗｅｂ
ｅｒら、本明細書中に参照として組み込まれる）に記載されており、ここには、第１ポリ
マー型と第２ポリマー型との交互層、及び硬化したポリマーバインダー中に分散した複数
の金属酸化物ナノ粒子を有し、１～２０マイクロメートルの範囲の厚さを有する赤外光吸
収ナノ粒子層、を含む多層フィルム物品が記載されている。ナノ粒子層は、多層フィルム
に隣接して配置される。別の有用な多層太陽光制御フィルムは、米国特許第５３６０６５
９（Ａｒｅｎｄｓら）に記載されており、ここでは、フィルム上の約３８０～７７０ｎｍ
の入射において５０％の可視光が透過し、約７７０～２０００ｎｍの波長の赤外光の少な
くとも５０％を反射する。
【００８０】
　他の有用な太陽光制御フィルムは、欧州特許第３５５９６２号（Ｇｉｌｂｅｒｔ）、米
国特許第３２９０２０３号（Ａｎｔｏｎｓｏｎら）、米国特許第３６８１１７９号（Ｔｈ
ｅｉｓｓｅｎ）、米国特許第４０９５０１３号（Ｂｕｒｇｅｒ）、米国特許第６５６５９
９２号（Ｏｕｄｅｒｋｉｒｋら）、米国特許第５２２７１８５号（Ｇｏｂｒａｎ）、米国
特許第４３２９３９６号（Ａｒｒｉｂａｎら）、米国特許第７３６８１６１号（ＭｃＧｕ
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ｒｒａｎら）、米国特許第６８１１８６７号（ＭｃＧｕｒｒａｎら）、米国特許第７９０
６２０２号（Ｐａｄｉｙａｔｈら）及び米国特許第６０４００６１号（Ｂｌａｎｄら）に
記載のものが挙げられ、参照として本明細書に組み込まれる。
【実施例】
【００８１】
　材料：業務用試薬をそのまま使用した。特定されない場合、試薬は、Ｓｉｇｍａ　Ａｌ
ｄｒｉｃｈから得た。
　・２－ＯＡ：２－オクチルアクリレート（３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｓｔ．Ｐａｕｌ，Ｍ
Ｎ）
　・ＳＲ２５９：ポリエチレングリコールジアクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ，Ｅｘｔｏ
ｎ，ＰＡ）
　・ＨＤＤＡ：ヘキサンジオールジアクリレート
　・ＥＨＡ：エチルヘキシルアクリレート
　・ＩＰＭ：イソプロピルミリステート
　Ｒｏｑｕｅｔｔｅ（登録商標）：Ｒｏｑｕｅｔｔｅ（登録商標）Ｐｏｌｙｓｏｒｂ　Ｉ
Ｄ　３７可塑剤（Ｌｅｓｔｒｅｍ，Ｆｒａｎｃｅ）
　・ＡＡ：アクリル酸
　・Ｃｉｔｒｏｆｌｅｘ　Ａ４：Ｖｅｒｔｅｌｌｕｓ（Ｉｎｄｉａｎａｐｏｌｉｓ，ＩＮ
）
　・Ｉｒｇ　６５１：Ｉｒｇａｃｕｒｅ　６５１
　・Ｉｒｇ　４２６５：Ｉｒｇａｃｕｒｅ　４２６５
　・Ｔｉｎｕｖｉｎ　１２３：（ＢＡＳＦ，Ｆｌｏｒｈａｍ　Ｐａｒｋ，Ｎｅｗ　Ｊｅｒ
ｓｅｙ）
　・Ｔｉｎｕｖｉｎ　９２８：（ＢＡＳＦ，Ｆｌｏｒｈａｍ　Ｐａｒｋ，Ｎｅｗ　Ｊｅｒ
ｓｅｙ）
　・ＢＰＯ：ベンゾフェノン
　・ＳＲ３５１：トリメチルロールプロパンアクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ，Ｅｘｔｏ
ｎ，ＰＡ）
　・ＩＯＡ：イソオクチルアクリレート（３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ
）
【００８２】
　試験法
　１８０°剥離接着試験方法（剥離）
　幅０．５インチ（１２．２ｃｍ）×長さ７インチ（１７８ｃｍ）の粘着をコーティング
したテープを、本実施例で指定される１００ｃｍ×２５０ｃｍのガラス又はステンレス鋼
のプレート上に配置することにより、試験試料を調製した。試験前にプレートをイソプロ
パノールで拭き取ることで洗浄した。テープを、２ｋｇのローラーを２回通過させること
によってパネル上に圧延した。２３℃で１０分間又は２３℃で２４時間、あるいは８５℃
の炉中で２４時間、ガラス上で試料をエイジングした。試験は、スリップ／剥離試験機（
Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｏｒｓ　Ｉｎｃ．；Ｓｔｒｏｎｇｓｖｉｌｌｅ，ＯＨ）で実行した
。全２秒間、剥離角度１８０°及びプラテン速度９０インチ／分（２．２８８ｍ／分）で
テープをプレートから除去した。テープを除去するのに必要とされる力を、グラム／０．
５インチ（／１．３センチメートル）で測定し、ニュートン／デシメートル（Ｎ／ｄｍ）
に変換した。結果は、各接着剤における３回の試験の平均であり、表３、６及び８で示す
。
【００８３】
　湿潤性試験
　３インチ×１インチ（８センチメートル×２．５センチメートル）ガラススライドを６
９°の角度で保持し、自己湿潤型接着剤表面に落下させる。ガラススライドが湿潤するま
での時間を秒単位で記録し、湿潤面積で割る（すなわち、ガラススライドにつき３インチ
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２（１９ｃｍ２）。試験は、各試料につき３回ずつ行い、平均値を表４に示すように報告
した。
【００８４】
　ジ（２－オクチル）サクシネートの調製
　コハク酸（Ａｌｆａ－Ａｅｓａｒ、１４９．００ｇ、１．２６ｍｏｌ）、２－オクタノ
ール（Ａｌｆａ－Ａｅｓａｒ、３５０．００ｇ、２．６９ｍｏｌ）、トルエン（６２５ｍ
Ｌ）、及びメタンスルホン酸（Ａｌｆａ－Ａｅｓａｒ、２．００ｇ、２１ｍｍｏｌ）の混
合物を６時間加熱還流した。遊離水をディーン・スタークトラップに収集した。混合物を
冷却し、飽和重炭酸ナトリウム（３００ｍＬ）及びブライン（１００ｍＬ）で洗浄し、硫
酸マグネシウムで乾燥させた。真空下で溶媒を除去し、更に精製を行わずに使用する黄色
油を得た（４２６．３９ｇ）。
【００８５】
　（実施例１～９）
　２００ｇ（１．０８ｍｏｌ）の２－オクチルアクリレート（２－ＯＡ、３Ｍ　Ｃｏｍｐ
ａｎｙ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ）から提供）及び０．３２重量％のＩｒｇａｃｕｒｅ　６
５１（ＢＡＳＦ（Ｆｌｏｒｈａｍ　Ｐａｒｋ，Ｎｅｗ　Ｊｅｒｓｅｙ））を透明のクオー
ト瓶に加え、窒素を１５分間スパージングすることで、実施例１～９のシロップを調製し
た。次に、試料に紫外線（Ｓｙｌｖａｎｉａ　Ｂｌａｃｋｌｉｇｈｔ　３５０ｎｍ）を３
０秒間照射し、組成物を部分重合した。照射の完了時、部分重合した材料に酸素で３０秒
間バブリングして重合を終了させた。混合物が均質になるまで材料を磁気撹拌した。この
前重合材料の２０ｇアリコートを採取し、褐色瓶に載置した。２０ｇのアリコートに、表
１に詳述されるようにＨＤＤＡ、Ｉｒｇａｃｕｒｅ　６５１及び可塑剤を加えた。可塑剤
は、Ｃｉｔｒｏｆｌｅｘ　Ａ４、Ｒｏｑｕｅｔｔｅ（登録商標）、ＩＰＭ、及びジ（２－
オクチル）サクシネートから選択した。混合物が均質になるまで瓶を回転させた。
【００８６】
　自己湿潤型接着剤のコーティング
　前重合シロップポリマー組成物を、下塗りＰＥＴフィルム（Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ　Ｈ
ｏｓｔａｐｈａｎ（商標）３ＳＡＢポリエステルフィルム、Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ　Ｐｏ
ｌｙｅｓｔｅｒ　Ｆｉｌｍ　Ｉｎｃ．（Ｇｒｅｅｒ，ＳＣ））の下塗り面にナイフコーテ
ィングした。次に、窒素不活性化雰囲気下で、コーティングした接着剤を３０フィート／
分（０．２メートル／秒）でフュージョンＤバルブに２回通過させ、約２ミル（約５０マ
イクロメートル）の厚さの最終硬化接着剤を生成した。
【００８７】
　剥離試験及び湿潤性試験を実施した。表３及び表４に結果を示す。
【００８８】
【表１】

【００８９】
　（実施例１０～１５）
　２００ｇ（１．０８ｍｏｌ）の２－オクチルアクリレート（ＥＨＡ）及び０．３２重量
％のＩｒｇａｃｕｒｅ　６５１（ＢＡＳＦ（Ｆｌｏｒｈａｍ　Ｐａｒｋ，Ｎｅｗ　Ｊｅｒ
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１０～１５のシロップを調製した。次に、試料に紫外線（Ｓｙｌｖａｎｉａ　Ｂｌａｃｋ
ｌｉｇｈｔ　３５０ｎｍ）を３０秒間照射し、組成物を部分重合した。照射の完了時、部
分重合した組成物に酸素で３０秒間バブリングして重合を終了させた。混合物が均質にな
るまで材料を磁気撹拌した。この部分重合材料の２０ｇアリコートを採取し、褐色瓶に載
置した。実施例１０～１３において、２０ｇのアリコートに、表２に示されるようにＨＤ
ＤＡ、ＡＡ及びＩｒｇａｃｕｒｅ　６５１を加えた混合物が均質になるまで瓶を回転させ
た。
【００９０】
　実施例１３～１８において、２０ｇのアリコートに、表２に示されるようＳＲ２５９又
はＨＤＤＡ、ＩＰＡ及びＩｒｇａｃｕｒｅ　６５１を加えた。混合物が均質になるまで材
料を磁気撹拌した。
【００９１】
　試料を上述のようにコーティング及び硬化し、剥離試験及び湿潤試験を実施した。表３
及び表４に結果を示す。
【００９２】
【表２】

【００９３】
【表３】

【００９４】
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【表４】

【００９５】
　（実施例１９～３０）
　２００ｇ（１．０８ｍｏｌ）の２－オクチルアクリレート（ＩＯＡ）及び０．３２重量
％のＩｒｇａｃｕｒｅ　６５１（ＢＡＳＦ（Ｆｌｏｒｈａｍ　Ｐａｒｋ，Ｎｅｗ　Ｊｅｒ
ｓｅｙ））を透明のクオート瓶に加え、窒素を１５分間スパージングすることで、実施例
１９～３０のシロップを調製した。次に、試料に紫外線（Ｓｙｌｖａｎｉａ　Ｂｌａｃｋ
ｌｉｇｈｔ　３５０ｎｍ）を３０秒間照射し、組成物を部分重合した。照射の完了時、前
重合した材料に酸素で３０秒間バブリングして重合を終了させた。混合物が均質になるま
で材料を磁気撹拌した。部分重合した材料を、表５においてＩＯＡシロップと呼ぶ。表５
で示される比率で、ＳＲ３５１、ＳＲ２５９、ＩＰＭ、ベンゾフェノン、Ｔｉｎｕｖｉｎ
　１２３、Ｔｉｎｕｖｉｎ　９２８、ＩＯＡモノマー、ＩＯＡシロップ及びＩｒｇａｃｕ
ｒｅ　４２６５の処方物を褐色瓶に投入した。混合物が均質になるまで瓶を回転させた。
【００９６】
　この処方物を上述のようにコーティングし、硬化し、剥離試験を実行し、表６に結果を
示した。実施例２１～２３及び２５～２７は、コーティング及び硬化の後、接着剤の縁部
又は接着剤全体が乳白色であり、視覚的に透明ではない。
【００９７】
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【表５】

【００９８】
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【表６】

【００９９】
　（実施例３１～３５）
　実施例３１～３５に記載する通りにＩＯＡシロップを調製した。実施例３１～３５にお
いて、表７で示される量で、ＩＯＡシロップポリマー、ＳＲ３５１、ＩＰＭ、ＢＰＯ、Ｔ
ｉｎｕｖｉｎ　１２３、Ｔｉｎｕｖｉｎ　９２８、ＩＯＡモノマー及びＩｒｇａｃｕｒｅ
　４２６５を褐色瓶に投入した。混合物が均質になるまで処方物を回転させた後、上述す
るようにコーティング及び硬化した。剥離試験を実施し、結果を表８で示す。実施例３１
～３５においては、コーティング及び硬化の後、視覚的に透明のままであった。
【０１００】
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【表７】

【０１０１】
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【国際調査報告】
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